2011年4月14日
　　旭川市長・名寄市長・士別市長・富良野市長
　　上川支庁管内町村会長　様
　　　
自治労上川地方本部
執行委員長　難波　優
東日本大震災にかかるボランティア派遣
組合員の勤務条件に関する要請について
　日頃より、地方自治の確立と住民福祉の向上・地域活性化のためにご奮闘されていることに敬意を表します。
　さて、去る３月11日に発生した東日本大震災は、国内最大規模のマグニチュード9.0という地震に加え、津波・火災・原発事故さらには風評被害や過度な自粛ムードなど、日本史上例のない未曾有の大惨事となり、日本経済そのものの危機と言っても過言ではありません。
　このような中、全国市長会や全国町村会など被災市町村に対する職員派遣の迅速な対応に敬意を表します。
　また、自治労北海道本部も連合北海道や自治労中央本部の要請を受け、復興支援活動として被災自治体の職員が担っている避難所支援、物資配送などのサポートとして自治労組合員を派遣することとなりました。
　つきましては、日本が一つとなって被災地の救援や復興に当たっている中、ボランティアの業務内容などを十分に考慮いただき、寛大なるご配慮をいただきますよう下記について要請いたします。
記
１．ボランティアを希望する職員に対し、派遣に向け善処すること。
２．ボランティア派遣される職員については、特別休暇取得ではなく、救援・復旧に従事する職員を公務出張扱いとして取り扱うこと。
３．震災復旧に従事する職員の健康をサポートする体制を作ること。特に派遣後のメンタルケアやアスベスト健康被害の予防策の確立、被曝線量の十分なモニターと放射線障害防止等に対して、当局責任において万全を期すこと。
